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　廿日市市人事行政の運営等の状況の公表  

　　　　　　　　　　　問合せ　市役所人事課給与係☎30-9105 

１　総括  

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

（ 注 ）  １  職 員 手 当 に は 退 職 手 当 を 含 ま な い 。  
２  職 員数 は 、 令 和 6 年 4 月 1 日 現 在 の 人 数 で あ る。  
３  給 与費 に つ い て は 、 再 任 用 職 員 （ 短 時 間 勤 務 ） の 給 与 費 が 含 ま れて お り 、 職 員 数 に  
は 当 該 職員 を 含 ん で い ない 。  

 

 (3) ラスパイレス指数の状況 

  
（ 注 ） １ 　 ラ ス パ イ レ ス 指 数 と は 、 全 地 方 公 共 団 体 の 一 般 行 政 職 の 給 料 月 額 を 同 一 の 基 準 で 　

　 　 　 　 　 　 比 較 す る た め 、 国 の 職 員 数 （ 構 成 ） を 用 い て 、 学 歴 や 経 験 年 数 の 差 に よ る 影 響 を 補 　

　 　 　 　 　 　 正 し 、 国 の行 政 職 俸 給 表 （ 一 ） 適 用 職 員 の 俸 給 月 額 を 100 と し て 計 算 し た 指 数 。  
２ 　 ()書 き の 数 値 は 、 地 域 手 当 補 正 後 ラ ス パ イ レ ス 指 数 を 指 す 。 地 域 手 当 補 正 後 ラ ス パ

イ レ ス 指 数 と は 、 地 域 手 当 を 加 味 し た 地 域 に お け る 国 家 公 務 員 と 地 方 公 務 員 の 給 与 水

準 を 比 較 す る た め 、 地 域手 当 の 支 給 率 を 用 い て 補 正 し た ラ ス パ イ レ ス 指 数 。  
　 （ 補 正 前 の ラ ス パ イ レ ス 指 数 × （ 1＋ 当 該 団 体 の 地 域 手 当 支 給 率 ） ／ （ 1＋ 国 の 指 定

基 準 に 基 づ く 地 域 手 当 支給 率 ） に よ り 算 出 。）  
３   類 似 団 体 平 均 と は 、 人 口 規 模 、 産 業 構 造 が 類 似 し て い る 団 体 の ラ ス パ イ レ ス 指 数 　

　 　 　 　 　 　 を 単 純 平 均 し た も の で ある 。  
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廿日市市 類似団体平均 全国市平均

 
区 分

住民基本台帳人口 

（令和 7 年 1 月 1 日）

歳出額 

Ａ

人件費 

Ｂ

人 件 費 率 

Ｂ／Ａ

(参考) 

令 和 5 年 度 の 人 件 費 率

 
令和 6 年度

人  

115,451

千 円

63,187,941

千 円

11,790,584

％  

18.6

％  

17.9

 
区 分

職員数 

Ａ

給　与　費 一人当たり 

給与費 B/A

（ 参 考 ）  
R6 年 度  
類似団体平均 
一人当たり給与費

 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ

 
令和 6 年度

人  

1,080 

千 円  

4,223,478

千 円  

974,603

千 円

1,776,531

千 円  

6,974,612

千 円  

6,457

千 円  

6,570
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※ 　 令 和 7 年 4 月 1 日 の ラ ス パ イ レ ス 指 数 が 、 ① ３ 年 前 に 比 べ １ ポ イ ン ト 以 上 上 昇 し て

い る 場 合 、 ② ３ 年 連 続 で 上 昇 し て い る 場 合 、 ③ 100 を 超 え て い る 場 合 に つ い て 、 そ の

理 由 及 び 改 善 の 見 込 み  

 

(4)　給与改定の状況 

　　  ①月例給 

 

　　  ②特別給（期末・勤勉手当）　　　 

(5)　給与制度の総合的見直しの実施状況について 

　　  ①給料表の見直し 

　　  ②地域手当の見直し 

 ③その他の見直し内容 

 

 
該当しない。

 区　分 給与改定率

 令和７年度 ３．２３％

 区　分 年間支給月数

 令和７年度 ４．６５月

 （給料表の改定実施時期）平成 27 年 4 月 1 日  

（内容）行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％の引

下げを行い、激変緩和のため現給保障を実施した。 

　　　　他の給料表についても、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを

実施した。

 （支給割合）国の基準に準じて支給している。

 管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施

した。（平成 27 年 4 月 1 日実施）

 （参考）国の改定率

 ３．６２％

 （参考）国の年間支給月数

 ４．６５月
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況  

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在） 

　①  一般行政職 

②  技術職（技能労務職） 

 

 

 

 

 

 

 

 
※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（令和2～令和4年度3か年平均） 
※技術職（技能労務職）の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも

のではない。 
※年収ベースの「公務員(C)及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支

給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

　③  消防職 

 

 

 

 

 

 

 区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額 

（国比較ベース）

 廿日市市 43.8 歳 329,086 円 406,702 円 365,894 円

 広島県 43.0 歳 337,278 円 419,544 円 378,982 円

 国 41.9 歳 332,237 円 － 414,480 円

 類似団体 42.1 歳 326,243 円 416,641 円 377,880 円

 
区  分

公  務  員 民　間 参考

 平均年齢 職 員 数 平均給料月額
平均給与月額 
（ A）

平均給与月額 
（国ベース）

対応する民間 
の類似職種

平均年齢
平均給与月額 
（ B）

A/B

 廿日市市 55.2 歳 14 人 270,007円 294,562円 286,489円 － － － －

 うち学校給食員 63.1 歳 4 人 288,225円 327,346円 310,872 円 調 理 士 45.1 歳 270,300 円 1.21

 うち用務員 － － － － － 用 務 員 49.0 歳 251,000円 －

 うちその他 52.1 歳 10 人 262,720円 281,448円 276,736円 － － － －

 広 島 県 － － － － － － － － －

 国 51.3 歳 1,703人 294,567円 － 337,907円 － － － －

 類 似 団 体 53.0 歳 29 人 318,976円 375,820円 357,328円 － － － －

 
区  分

参 考

 年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

 公 務 員 (C） 民 間 ( D ） C/D

 廿 日 市市 4,724,614 円 － －

 うち学校給食員 5,041,646 円 3,557,900 円 1.42

 うち用務員 － 3,395,700 円 －

 うちその他 4,597,802 円 － －

 
区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額 

（国比較ベース）

 廿日市市 42.2 歳 346,957 円 425,909 円 383,105 円

 広島県 － － － －

 国 － － － －

 類 似 団 体  39.0 歳 319,526 円 413,151 円 368,656 円
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（ 注 ） １ 　 「 平 均 給 料 月 額 」 と は 、 令 和 7 年 4 月 1 日 現 在 に お け る 各 職 種 ご と の 職 員 の 基 本 給 の 　

　 　 　 　  平 均 で あ る 。  
２ 　 「 平 均 給 与 月 額 」 と は 、 給 料 月 額 と 毎 月 支 払 わ れ る 扶 養 手 当 、 地 域 手 当 、 住 居 手 当 、 　

　 時 間 外 勤 務 手 当 な ど の す べ て の 諸 手 当 の 額 を 合 計 し た も の で あ り 、 地 方 公 務 員 給 与 実 態 　

　 調 査 に お い て 明 ら か に さ れ て い る もの で あ る 。  
　 　 ま た 、「 平 均 給 与 月 額 （ 国 比 較 ベ ー ス ）」 は 、 比 較 の た め 、 国 家 公 務 員 と 同 じ ベ ー ス 　

　 　 （ ＝ 時 間 外 勤 務 手 当 等 を 除 い た もの ） で 算 出 し て い る 。  

(2) 職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在） 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在） 

 

 区　分 廿日市市 広島県 国

 
一 般 行 政 職

大学卒 225,600 円 228,738 円 220,000 円

 高校卒 201,000 円 197,583 円 188,000 円

 技術職(技能労務職)
18歳以上20歳未満

（高校卒）
205,000 円 　－ －

 
消 防 職

大学卒 251,800 円 － －

 高校卒 221,200 円 － －

 
区　分

経験年数 

10 年

経験年数 

20 年

経験年数 

25 年

経験年数 

30 年

 
一 般 行 政 職

大学卒 281,625 円 354,750 円 391,045 円 406,516 円

 高校卒 256,400 円 282,950 円 360,000 円 －

 技術職（技能労務職） － － － －

 
消 防 職

大学卒 295,700 円 360,100 円 412,300 円 409,320 円

 高校卒 286,800 円 339,300 円 － 390,300 円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況  

(1) 一般行政職級別職員数及び給料表の状況（令和７年 ４ 月 １ 日 現 在 ） 

（ 注 ）  １  廿 日 市 市 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 に 基 づ く 給 料 表 の 級 区 分 に よ る 職 員 数 で あ る 。  
２  標 準的 な 職 務 内 容 と は 、 そ れ ぞ れ の 級 に 該 当 す る 代 表 的 な 職 務 であ る 。  
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区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１号給の 

給料月額

最高号給の 

給料月額

 
１級 主事・技師の職務

人  

52

％  

8.0
円  

183,500

円  

258,100

 
２級

高度の知識又は経験を必要とす

る業務を行う主事・技師の職務

人  

79

％  

12.1
円  

230,000

円  

308,500

 
３級

主任、又は主任主事・主任技師

の職務

人  

180

％  

27.6
円  

265,300

円  

354,700

 
４級 係長の職務

人  

 100

％  

15.3
円  

298,800

円  

386,100

 
５級 課長補佐の職務

人  

110

％  

16.9
円  

321,300

円  

398,200

 
６級 課長の職務

人  

98

％  

15.0
円  

355,200

円  

415,700

 
７級 部の次長の職務

人  

21

％  

3.2
円  

408,300

円  

450,900

 
８級 部長の職務

人  

12

％  

1.9
円  

458,300

円  

488,500
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 (2) 国 と の 給 料 表 カ ー ブ 比 較 表 （ 行 政 職 （ 一 ） ） （令和７年４月１日現在） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

市１級(主事)

市５級(主査)

国10級（特に重要課長）

（百円）

給
　
料
　
月
　
額

昇  給

令和７年４月１日時点

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国６級（困難課長補佐）

国５級（課長補佐）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

国１級（係員）

　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　  廿日市市 （R７）

国家公務員 （R７)

市２級(主事)

市３級(主任主事)

市４級(係長)

市６級(課長)

市７級(次長)

市８級(部長)

昇 　 　 給
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(3) 昇 給 へ の 人 事 評 価 の 活 用 状 況 （ 廿 日 市 市 ）  

 

 

４　職員の手当の状況  

(1) 期末手当・勤勉手当 

（ 注 ）  （  ） 内 は 、 再 任 用 職 員 に 係 る 支 給 割 合 で あ る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 令 和 ６ 年 ４ 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ４ 月 1 日  

ま で に お け る 運 用
管 理 職 員 一 般 職 員

 
イ ．  人 事 評 価 を 活 用 し て い る

 
活 用 し て い る 昇 給 区 分

昇 給 可 能 な

区 分

昇 給 実 績 が

あ る 区 分

昇 給 可 能 な

区 分

昇 給 実 績 が

あ る 区 分

 上 位 、 標準 、 下 位 の 区 分

 上 位 、 標準 の 区 分

 標 準 、 下位 の 区 分

 標 準 の 区分 の み （ 一 律 ）

 ロ ．  人 事 評 価 を 活 用 し て い な い ○ ○

 活 用 予 定 時 期 未 定 未 定

 廿日市市 広島県 国

 １人当たり平均支給額（令和6年度） 

 1,605 千 円  

１人当たり平均支給額（令和6年度）

1,767 千 円  
－

 （ 令 和 6 年 度 支 給 割 合 ）  

期 末 手 当 　 　 　 勤 勉 手 当  

　 2.5 月 分 　  　  2.1 月 分  

 (1.4)月 分  (1.0)月 分

（ 令 和 6 年 度 支 給 割 合）  

期 末 手当 　 　 　 勤 勉 手 当  

2.50 月 分   　  2.10 月 分   

(1.400)月 分  (1.000)月 分  

（ 令 和 6 年 度 支 給 割 合 ）  

期 末 手 当 　 　 　 勤 勉 手 当  

　 2.5 月 分 　  　  2.1 月 分  

 (1.4)月 分  (1.0)月 分

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算　5％～20％

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算　　 5％～20％ 
・管理職加算　 5％～25％

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算　    5％～20％ 
・管理職加算　10％～25％
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○勤勉手当への人事評価の活用状況（廿日市市）  

 

(2) 退職手当（令和７年４月１日現在） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額であ

る。  

(3) 地域手当（令和７年４月１日現在） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（ 注 ） 　 地 域 手 当 補 正 後 ラ ス パ イ レ ス 指 数 と は 、 地 域 手 当 を 加 味 し た 地 域 に お け る 国 家 公 務 員 と 地 方 公

務 員 の 給 与 水 準 を 比 較 す る た め 、 地 域 手 当 の 支 給 率 を 用 い て 補 正 し た ラ ス パ イ レ ス 指 数 。（ 補 正 前

の ラ ス パ イ レ ス 指 数 × （ １ ＋ 当 該 団 体 の 地 域 手 当 支 給 率 ） ／ （ １ ＋ 国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 地 域 手

当 支 給 率 ） に よ り 算 出 。）  

 
令 和 6 年 度 中 に お け る 運 用 管 理 職 員 一 般 職 員

 イ ．  人 事 評 価 を 活 用 し て い る

 
活 用 し て い る 成 績 率

支 給 可 能 な

成 績 率

支 給 実 績 が

あ る 成 績 率

支 給 可 能 な

成 績 率

支 給 実 績 が

あ る 成 績 率

 上 位 、 標準 、 下 位 の 成 績 率 〇

 上 位 、 標準 の 成 績 率 ○

 標 準 、 下位 の 成 績 率

 標 準 の 成績 率 の み （ 一 律 ）

 ロ ．  人 事 評 価 を 活 用 し て い な い ○

 　

　
活 用 予 定 時 期 未 定

 廿日市市 国

 （ 支 給 率） 　 　   自 己 都 合 　 　 　 勧 奨 ・ 定 年  

勤 続 20 年 　 　   19.6695 月 分  　 24.586875 月 分  

勤 続 25 年 　 　   28.0395 月 分  　 33.27075 月 分  

勤 続 35 年 　 　   39.7575 月 分  　 47.709 月 分  

最 高 限 度額   　  47.709 月 分  　  47.709 月 分  

そ の 他 の加 算 措 置  

定 年 前 早期 退 職 特 例 措 置  3％ ～ 45％ 加 算  

(退 職 時特 別 昇 給 　 　 　　 な 　 し 　 　 　 　  ) 

１人当たり平均支給額　 24,137 千 円  　 794,012 千 円

（ 支 給 率 ） 　 　   自 己都 合 　  応 募 認 定 ・ 定 年  

勤 続 20 年 　 　   19.6695 月 分  　 24.586875 月 分  

勤 続 25 年 　 　   28.0395 月 分  　 33.27075 月 分  

勤 続 35 年 　 　   39.7575 月 分  　 47.709 月 分  

最 高 限 度 額   　  47.709 月 分  　  47.709 月 分  

そ の 他 の 加 算 措 置  

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置 　  3％ ～ 45％ 加 算  

　 　 　 　 　   

 支給実績（令和６年度決算）  135,160 千円  

 支給職員１人当たり平均支給年額(令和６年度決算) 　 126 千円 

 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率）

 広島市 9.0％ 12 人 9.0％  

 上欄の地域を除く広島県内の地域 3.0％ 1,059 人 3.0％
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(4) 特殊勤務手当（令和７年４月１日現在） 

 支給実績（令和６年度決算）      3,570 千円  

 職員１人当たり平均支給年額(令和６年度決算)   21 千円  

 職員全体に占める手当支給職員の割合(令和６年度) 15.6％

 手当の種類（手当数） 　１０種類 

 
手当の名称

主な支給 

対象職員

主な支給 

対象業務

支給実績 

(令和６年度決算)

左 記 職 員 に 対

する支給単価

 徴 収 事 務 に 従 事 す

る 職 員 の 特 殊 勤 務

手 当

市 税 、 国 民 健 康

保 険 税 又 は 税 外

諸 収 入 金 の 徴 収

事 務 に 常 に 従 事

す る 職 員

市 税 、 国 民 健 康 保 険

税 又 は 税 外 諸 収 入 金

の 徴 収 事 務 193 千円 2,000 円／月

 防 疫 等 作 業 に 従 事

す る 職 員 の 特 殊 勤

務 手 当

防 疫 等 作 業 に 従

事 す る 職 員

感 染 症 患 者 へ の 対 応

業 務 等 － 400 円／日

 消 防 職 員 の 特 殊 勤

務 手 当

消 防 職 員 ① 救 命 処 置  

② 消 火 ・ 救 急 救 助  

③ 高 所 訓 練 ・ 作 業  

④ 潜 水 訓 練 ・ 作 業  

⑤ 緊 急 消 防 援 助 隊 と

し て 行 う 災 害 応 急 対

策 業 務

333 千円

① 200 円／回

(有資格者は 510 円) 

② 200 円／回 

③ 200 円／日 

④ 500 円／日 

⑤ ア 立入禁止等の区域 

2,160 円 ／ 日  

イ ア以外の区域 

1,080 円 ／ 円  

（深夜の場合は 1,620 円）

 行 路 死 亡 人 取 扱 職

員 の 特 殊勤 務 手 当

行 路 死 亡 人 取 扱

職 員

行 路 死 亡 人 の 死 体 処

理
－

1,000 円／件 

(又は 2,000 円／件)

 塵 芥 処 理 の 指 導 監

督 及 び 作 業 に 従 事

す る 職 員 の 特 殊 勤

務 手 当

塵 芥 処 理 の 指 導

監 督 及 び 作 業 に

従 事 す る 職 員

廃 棄 物 処 理 施 設 に お

け る 塵 芥 処 理 の 指 導

監 督 及 び 作 業
－ 400 円／日

 社 会 福 祉 業 務 に 従

事 す る 職 員 の 特 殊

勤 務 手 当

社 会 福 祉 業 務 に

従 事 す る 職 員

生 活 保 護 法 に 規 定 す

る 業 務 528 千円 5,000 円／月

 し 尿 の 収 集 及 び 運

搬 業 務 に 従 事 す る

職 員 の 特 殊 勤 務 手

当

宮 島 清 掃 セ ン タ

ー に 勤 務 す る 職

員

し 尿 の 収 集 及 び 運 搬

業 務
－ 400 円／日

 鹿 の 死 体 処 理 又 は

角 切 作 業 に 従 事 す

る 職 員 の 特 殊 勤 務

手 当

鹿 の 死 体 処 理 又

は 角 切 作 業 に 従

事 す る 職 員

鹿 の 死 体 処 理 又 は 角

切 作 業
19 千円 400 円／日

 特 定 の 地 域 で 医 師

と し て 診 療 に 従 事

す る 職 員 の 特 殊 勤

務 手 当

医 師 の 確 保 が 困

難 な 地 域 に 在 勤

し て 診 療 に 従 事

す る 医 師

医 師 の 確 保 が 困 難 な

地 域 に 在 勤 し て 診 療

に 従 事
2,400 千円 20 万円／月
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(5) 時間外勤務手当 

（ 注 ） 　 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 、「 支 給 実 績 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ）」 と 同 じ 年

度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外 勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な

ら な い 職 員 を 除 く 。） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員 を 含 む 。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 災 害 応 急 作 業 等 に

従 事 す る 職 員 の 特

殊 勤 務 手当

災 害 救 助 法 が 適

用 さ れ た 災 害 の

応 急 作 業 等 に 従

事 す る 職 員

災 害 救 助 法 が 適 用 さ

れ た 災 害 に お け る 応

急 作 業 等 に 従 事
89 千円

1,080 円／日 

（深 夜 の 場 合 は  

1,620 円 ／ 日 ）

 支給実績（令和６年度決算） 415,675 千円  

 支給職員１人当たり平均支給年額(令和６年度決算) 　 432 千円  

 支給実績（令 和 ５ 年度決算） 379,897 千円  

 支給職員１人当たり平均支給年額(令和５年度決算) 　 407 千円  
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 (6) その他の手当（令和７年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 手当名 内容及び支給単価
国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績 

(令和６年度決算)

１人当たり平均支給年額 

(令和６年度決算)

 

扶 養 手 当

・子 　　　　　　　　　　　　11,500円 

・子以外の扶養親族　　　　　　3,000円 

(7級以下の職員のみ)

・満16歳の年度初めから満22歳の年度 

末までの子   　          　  5,000円加算

同 119,679 千円 246 千 円

 

通 勤 手 当

・交通機関利用者 

　6箇月定期券相当額 

(限度額150,000円/月) 

・自動車等交通用具利用者 

　 片道2km以上通勤距離区分に応じて 

　　   　 2,000円 ～ 33,700円

異

交通用具利用

者における 
距離区分及び 
最高限度額

62,747 千 円 74 千 円

 

住 居 手 当

借家等居住者 

 12,000円を超える家賃を支払ってい 

る職員   限度額：市内35,000円/月 

　　　　　　　　市外23,000円/月

異 支給限度額 84,259 千 円 300 千 円

 

単身赴任手当

通勤距離35kmを超える通勤困難者 

・基礎額　　　　　　　  　　  30,000円 

・住居との距離区分に応じて                  

8,000円～70,000円加算

異 支給対象距離 － －

 
休日勤務手当

正規の勤務時間として休日に勤務 

1時間当たり給与額×135/100×時間数
同 64,479 千 円 430 千 円

 
夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜に勤務 

1時間当たり給与額×25/100×時間数
同 13,849 千 円 91 千 円

 
宿 日 直 手 当

宿日直勤務をした場合、勤務１回につき 

　　　　　　　　　    2,200円～6,600円
異

支給対象及

び支 給 額
－ －

 
管 理 職 手 当

部長級70,000円、次長級60,000円、

課長級 50,000 円、その他 40,000 円
異

支給対象及

び支 給 額
94,479 千 円 610 千 円

 

管理職員特別勤務手当

管理職手当支給対象職員が、臨時・緊急 

時の必要により、週休日、休日又は、平

日深夜に勤務した場合 

職員区分に応じて週休日又は休日4,000

円～8,000円 

平日深夜　2,000円～4,000円

異 支 給 額 　 862 千 円 12 千 円
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５　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 注 ）  退 職 手 当 の 「 １ 期 の 手 当 額 」 は 、 ４ 月 １ 日 現在 の 給 料 月 額 及 び 支 給 率 に 基 づ き 、 １ 期  
（ ４ 年 ＝ 48 月 ） 勤 め た 場 合 に お け る 退 職 手 当 の 見 込 額 で あ る。  

 

 

６　職員の任免及び職員数に関する状況  

(1) 職員の採用・退職の状況 
　　　　　　　　　　　　　　　          （ 単 位 ： 人 ）  

（ 注 ）  １  （ ） 内 は 、 任 期 付 職 員 数 の う ち 数 で あ る 。  
２  職 種替 え に よ る 退 職 及 び 採 用 を 除 く 。  

(2) 事由別退職者数 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単 位 ： 人 ）     

（ 注 ）  （ ） 内 は 、 任 期 付 職 員 数 の う ち 数 で あ る 。  

 
定年退職

早期退職募集制度 

による退職
普通退職 分限・懲戒退職 その他 計

 18 11 91(57) 0 0 120(57)

 区  分 給　料　月　額　等

 
給
料

 

市 長 

副 市 長 

教 育 長

 
965,000 円  
785,000 円  
722,000 円

（ 参 考 ） 類 似 団 体 に お け る 最 高 ／ 最 低 額

 1,061,000 円／ 686,000 円  
　　 891,000 円／ 680,000 円

 
報
酬

議 長  

副 議 長  

議 員

540,000 円  
500,000 円  
460,000 円

760,000 円／ 450,000 円  
670,000 円／ 400,000 円  
620,000 円／ 377,000 円

 
期
末
手
当

市 長  

副 市 長  

教 育 長

（令和６年度支給割合） 

4.60 月分

 議 長  

副 議 長  

議 員

（令和６年度支給割合） 

4.60 月分

 
退
職
手
当

 

市 長  

副 市 長  

教 育 長

（算定方式）　　    （１期の手当額）　（支給時期）  
給 料 月 額 × 年 数 × 500/100　 　  19,300 千 円 　  　 　  任 期 毎  
給 料 月 額 × 年 数 × 300/100　 　   9,420 千 円 　 　  　  任 期 毎  
給 料 月 額 × 年 数 × 250/100　 　 　 7,220 千 円 　 　 　 　 任 期 毎

 備　  考

 職　種 令 和 6 . 4 . 1 現 在 退職者数 採用者数 令和 7. 4 . 1 現 在

 一 般 事 務 職 594(52) 48(16) 40(13) 586(49)

 保 育 士 職 158(23) 12( 6) 15( 2) 161(19)

 技 師 職 143(14) 21( 5) 16( 7) 138(16)

 保 健 師 職 38( 6) 5( 2)  7( 2) 40( 6)

 消 防 職 181 6 6 181

 技 術 職 20(18) 　　6( 6)  1( 1) 15(13)

 計 1,134(113) 97(34) 84(24) 1,121(103)
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(3) 部門別職員数の状況と主な増減理由           　　　　　 　 （ 各 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）  

　（ 注 ） １  職 員 数 は 一 般 職 に 属 す る 職員 数 で あ る 。  

２  [　 ]内 は 、 条 例 定 数 の 合 計 で あ る 。  

(4) 年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在） 

 
 

 

 

0%
2%
4%
6%
8%

10%
12%
14%
16%
18%
20%

20

歳

未

満

20

～

23

24

～

27

28

～

31

32

～

35

36

～

39

40

～

43

44

～

47

48

～

51

52

～

55

56

～

59

60

歳

以

上

構成比

５年前の

構成比

 区 分   

部  門

職員数 対前年

増減数
主な増減理由  令和6年度 令和7年度

 普

通

会

計

部

門

一

般

行

政

部

門

議　会 9 9 0

 総　務 224 216 △ 8
企画開発部門の土木部門への移管

ほか

 税　務 47 49 2 税務部門の体制強化ほか

 民　生 277 277 0

 衛　生 57 54 △ 3 衛生部門の体制整理

 労　働 1 1 0

 農　水 35 34 △ 1 農林部門の体制整理

 商　工 31 30 △ 1 商工部門の体制整理

 土　木 150 154 4
企 画 開 発 部 門 の 総 務 部 門 か ら の 移

管ほか

 
計 831 824 △ 7

＜ 参 考 ＞  
人 口 １ 万 人 当 た り 職 員 数  71.37 人  
（R7類似団体の人口１万人当たり職員数48.95人）

 教 育  部  門 68 66 △ 2 教育部門の体制整理

 消 防  部  門 181 181 0

 
小　計 1,080 1,071 △ 9

＜ 参 考 ＞  
人 口 １ 万 人 当 た り 職 員 数  92.77 人  
（R7類似団体の人口１万人当たり職員数63.32人）

 
会
計
部
門 

公
営
企
業
等

水　道 0 0 0

 下水道 28 27 △ 1 下水道部門の体制整理

 その他 26 23 △ 3 国民保険事業の体制整理ほか

 小計 54 50 △ 4

 合　計
1,134 
[1,095]

1,121 
[1,095]

△13
＜参考＞  
人口１万人当たり職員数  97.1 人

 
区 分

20 歳

未 満

20 歳 
～  

23 歳

24 歳 
～  

27 歳

28 歳 
～  

31 歳

32 歳 
～  

35 歳

36 歳 
～  

39 歳

40 歳 
～  

43 歳

44 歳 
～  

47 歳

48 歳 
～  

51 歳

52 歳 
～  

55 歳

56 歳 
～  

59 歳

60 歳 
以 上

計

 
職員数

人  

1

人  

59

人  

93

人  

107

人  

127

人  

109

人  

87

人  

70

人  

124

人  

160

人  

116

人  

68

人  

1,121
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(5) 職員数の推移　　　　　　　　　　　　　                    
（ 単位 ： 人 ・ ％ ）

  

　 　 （ 注）  各 年 に お け る 定 員 管 理 調 査 に お い て 報 告し た 部 門 別 職 員 数 。  

 

７　職員の勤務時間その他勤務条件の状況  

(1) 標準的な勤務時間の状況（週 38 時間 45 分） 

 (2) 年次有給休暇の平均取得状況（令和６年度） 

 

８　職員の休業に関する状況  

 (1) 育児休業の取得状況（令和６年度） 
　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 単 位 ： 人 ）  

 

９　職員の分限及び懲戒の状況  

(1) 分限処分の被処分者数（令和６年度） 
　　　　　　　　　　　　　　　　         （ 単 位 ： 人 ）   

 　 年 度  
部 門 別

令 和 2 年 令 和 3 年 令 和 4 年 令 和 5 年 令 和 6 年 令 和 7 年
過去５年間  

の増減数 (率 )

 一 般 行 政 753 750 773 808 831 824 71(109.4％ )

 教 育 80 79 73 68 68 66 △ 14(82.5％ )

 消 防 179 179 179 179 181 181 2(101.1％ )

 普 通 会 計 計 1,012 1,008 1,025 1,055 1,080 1,071 65(105.8％ )

 公営企業等会計計 86 81 80 53 54 50 △ 36(58.1％ )

 総合計 1,098 1,089 1,105 1,108 1,134 1,121 23(102.0％ )

 区　分 勤務時間 休憩時間

 月～金曜日 8 時 30 分～ 17 時 15 分 12 時～ 13 時

 平均取得日数 取　得　率

 13.2 日 35.7％

 
区　分 育児休業取得者数  う ち 前 年 度 か ら の 取 得 者

 男性職員 12 0 

 女性職員 44 25 

 計 56 25 

 区　分 降　任 免　職 休　職 降給 合計

 勤務実績が良くない場合 0 0 0 

 心身の故障の場合 0 0 36 36 

 職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 

 職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 0 0 0 

 刑事事件に関し起訴された場合 0 0 

 計 0 0 36 36 
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 (2) 懲戒処分の被処分者数（令和６年度） 
　　　　　　　　　　     　                                         （ 単 位 ： 人 ）  

 

10　職員の服務の状況  

(1) 営利企業等従事許可申請の状況（令和６年度） 
　　　　　　　　　　　　（ 単 位 ： 件 ）  

 

11　職員の研修の状況  

(1) 職員研修の状況（令和６年度） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 （ 単 位 ： 人 ）  

 

12　職員の人事評価の状況  

(1) 職員の人事評価の状況（令和６年度） 

 

 区　分 戒　告 減　給 停　職 免　職 計 訓告など

 被処分者数 0 0 2 0 2 0

 区　分 申請件数 許可件数

 会社の役員等の地位を兼ねる場合 1 1 

 自ら営利を目的とする私企業を営む場合 1 1 

 報酬を得て事業もしくは事務に従事する場合 11 11 

 計 13 13 

 
区　分

受講職員数 

（延べ人数）
主な研修内容等

 

市 が 主 催 

し た 研 修
1,529

メンタルヘルス研修、ハラスメント研修、新規採用職員

研修、 OJT 研修、人事評価（目標設定・期末・面談力向

上・ 評価 実 践） 研修 、 SF 実践 研修 、 交通安 全 研修 、コ

ンプライアンス研修、Ｅラーニング等

 

派遣研修

県内 302 広島県自治総合研修センター、広島市主催研修等

 
県外 21

自治大学校、市町村アカデミー、国際文化アカデミー、

日本経営協会、海外派遣研修等

 評 価 項 目 能 力 評  価 業 績  評  価

 評 価 期 間  ４月１日～翌年３月３１日

 基 準 日  １月１日

 対 象 職 員 

    

常勤の一般職（任期付職員を含む。）、再任用職員（短時間勤務職

員を含む。）及び会計年度任用職員

 活 用 目 的 任用・給与・分限その他の人事管理の基礎として活用
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13　職員の退職管理の状況  

(1) 職員の退職管理の状況　　　　　　　　　　　　　　　　（ 単 位 ： 人 ）  

（ 注 ） 職 員 の 退 職 管 理 に 関 す る 条 例 （ 平 成 ２ ８ 年 条 例 第 ２ 号 ） 第 ３ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 離 職 後 ２ 年 間 に

営 利 企 業 等 に 再 就 職 し た と し て 届 け 出 た 職 員 数  

 

14　職員の福祉及び利益の保護の状況  

(1) 職員の健康診断の状況（令和６年度） 
　　　　　　　　　　　　　　　　（単 位 ： 人 ）  

(2) 職員の福利厚生の状況 

  ①  広島県市町村職員共済組合及び一般財団法人広島県市町村職員共済互助会 

 ②  廿日市市職員互助会 

　　市の職員の互助組織として、給付事業や健康増進事業等を実施している。 

　　※市からの助成（公費支出）はなく、会員（職員）の掛金のみで運営  

(3) 公務災害補償の認定状況（令和６年度） 
（ 単 位 ： 件 ）  

 (4) 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和６年度） 
（ 単 位 ： 件 ）  

 (5) 不利益処分に関する審査請求の状況（令和６年度） 
（ 単 位 ： 件 ）  

 

 区　分
民 間 企業  

（ 株 式 会 社 ・有 限 会 社 ）
左 記 以 外 の 法 人

 令和５年度退職者 0 0

 令和６年度退職者 0 0

 種　類 受診者数（延人数）

 定 期 健 康 診 断 304

 人 間 ド ッ ク 1,338

 区　分 事 業  内  容

 給 付 事 業 短期給付（病気・けが、出産、災害時等の保険・休業給付）、長期給付（年金）等

 福 祉 事 業 保健事業（健康診断等）、貯金事業、貸付事業等

 そ の 他 福利厚生事業、積立年金事業等

 備 考 http://www.hiroshimakyosai.jp （共済組合ホームページ）

 区　分 認定件数

 公 務 災 害 10

 通 勤 災 害 6

 継続件数 措置要求件数

 0 0 

 継続件数 審査請求件数

 0  0 


